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㎜
㎜ 福祉事務所長

上記審査請求人から平成２ ２年５月2 ダ1日付けで提起された平成２２年５月＼2 0 日付
けで行った保護申請却下決定処分（以下「本件処分」という。）に係る審査請求（以下「本
件審査請求」という。）について、次のとおり裁決ずる。

主　　　　　 文

本件処分を取り消す。

理

第 てL

1

審査請求の趣旨及び 理由
審査請求の趣旨　　 ＼
本件審査請求は、処分庁であ

第

由

成２２年５月２０日付けで審査
請求人（以下「請求人」という。）にした本件処分を不服として取消しを求め提起したも

のである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／　　厂 ご

２　審弯請求の理由　　　　・　　 ＝　　　△　　　　　　 ノ　　　　　　　　 、･　　／
本件審査請求の理由は、要するに次のとおりであり、請求人は、この点から、本件処分

は違法又は不当であると主張しているものと解される。　　　　　　　　　　　 ・
処分庁は、請求人の生活保護申請に対し、生活保護運用上不適当の者として却下した。
これに対し、請求人は、お金が無く生活ができないのに本件処分をしたことは違法又は
丶　　　　　　　・　　　ｉ　　　　　Ｉ　　　　　Ｉ　■　　ｉ‘　　　　　・

不当であるというものである。　　　　　　　　　　　` 　　’

２・ 当 庁 の認 定事 実及 び 判 断　 ニ　　　　　　　　　　　　　　　 ニ

１　認定事実　　　 卜　＼よ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 匸
調査したところ､･ 次の事実が認められる。　　　　　　　　　　　　　　　　　 ：　 、

／（１）’処分庁は、平成１４年1､1 月１９日から請求人に対して保護を開始し、平成２１年
●　　　　　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／

つ　１２月１日付けで廃止していること。その廃止理由は就労収入の安定したことによる

こと。　　　　　　　　　　　　　　　 ・　　　　 レ

（２）請求人は、平成２２年５月７日付けで保護開始申請書を処分庁へ提出したこと。そ

こにば収入申告書、資産申告書、同意書及び 親族関係申出書が添付されていたこと。

処分庁はこれを同日付で受理したこと。　 ≒

資産申告書には次のことが記載されていたこと。　 二　　　　　　　　　　　 ＼

弓



欝
‰

① 動 産 ；現 金 ㎜ 円　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ‥

’預 貯 金 ㎜ 円　　　　　　　　　　　　　　　　　
づ　　　　　

ス

／　 ‥　　 自 動 車 （（々5義 人 ） ㎜ 、（’車 種 ）㎜ （排 気 量 ） ㎜ ＣＣ 、

＼ し　 レ （年 式 ）四 ）　　 ‥

② 負 債･; 蹕 万 円 （借 入 先･ 車 販 売 会 社 、 友 人 な ど）

（３） 処 分 庁 は 、 平 成 ２２ 年 ５月 ７ 日 に生 活 保 護 法 （以 下 「法 」 と い う 。） 第 ２ ８ 条 に基づ

き 請 求 人 宅 を 訪 問 調 査 し て い る こ と。 そ し て 請 求 人 か ら次 の 点 を 聴 取し た こと 。
ダ

／ ① 方 々 に 借 金が あ り 苦 し い こ と。

ヽ ② 車 を 購 入 し 、 ４ 月 に 頭 金 を 払 っ て 苦 し い こ と 。卜

③ 珊 か ら の資 産 処 分 に よ る ㎜ 万 円 は 返 済 に充 て た こ と。

④ ５ 月 ３ １ 日に ４ 月 就 労 分 め 収 入 が あ る こ と 。　　　　　　　　　　　　 二

（ ４） 処 分 庁 は、 平 成 ２ ２ 年 ５月 ７ 日 か ら 法 ２ ９ 条 に 基づ き 預 貯 金 、生 命 保 険 、 土 地家 屋

資 産 及 び 年 金 等 の調 査 を 開始 し た こ と。　 ご　　　　 十

そ の結 果 は 次 のと お りで あ っ た こ と。

‥
① 預 貯 金 の 合 計 は 、 ６ ４ ５ 円 で あ っ た こ と 。

② 障 害 年 金 額 ㎜ 円 （㎜ ） を 受 給 し 忿 い る こ と。　　　　　
ｉ

③ 土 地 家 屋 資 渝 （糠 吮 務 課 分 ） はな い こ と 。　　　　　　　　　　　　　 、
（ ５） 処 分 庁 は 、 平 成 ２ ２年 ５月 １ ９ 日 に 新 規 ヶ － ス 診断 会 議 を 開 催し た こ と。 そ し て 診

断 結 果 は 次 の とお り で あ っ た こ と 。

① 平 成 ２ １ 年 １２ 月 －U こり資 産 処 分 の 皿 円 入 金 が あ っ た に も か か わ らず 、

７ ８ 条 返 還 義 務 を 果 た さ ず 、 他 の 負 債 の 返 済 に 充て た 。　　　 １　　　　　　　　　 ■

卜 ② 消 費 生 活 の 負 担 と な る 自 動 車 を ４ 月 に購 入 し た た め 生 活 困 窮 に 陥っ だ 。

③ 保 護 適 用 し た 場 合 、 保 護 費 が 返 済 に流 用 さ れ る 恐 れ が あ る。

④ 以 上 の こ と は、 計 画 的 な 消 費 生 活 を 営 む 努 力 を せ ず 、 資 産 活 用 の 要 件を 欠 くた め
●　　　　　　　　　　　　　　　　　　I　II　　　　　　　　　 ●　･｡フ　 「別 冊 問 答 集　 問1  0 ―3 」 にな ら い 、 保 護 適 用 」は 適 当 で な い と 判 断 し 、 保 護 申

請 を 却 下 す る 。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 △

（ ６） 処 分庁 は 、 請 求 人 に対 し 平 成 ２ ２ 年 ５月 ２ ０ 日 付 け保 護 申請 却 下 通知 書 を作 成 し た こ

と 。　　　　　　　 ∧　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｔ　　　　　　　　　‘　　　　　’　
、

Ｉ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・そ の 通 知 書 の 却下 理 由 には 「生 活 保 護 運 用 上 不 適 当 の 者 と判 断 し た ため √ 申 請 を却 下

し ま す 。」 と 記 載 さ れ て い た こ と 。　　　　 、

な お √ 処 分 庁 が 弁明 書 中 ３事 件 の 経 過 （６） で 主 張 し て い る 本 件処 分 を 通 知 す るた め

審 査 請 求 人 宅 を 訪 問し た 事 実 は 、 処 分庁 か ら提 出 さ れ た 資 料 か ら は確 認で き な か っ た こ
●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　.r　　　　　l･　　　｡　　　　　　　　　●

と 。

２　 判　　 断　　　　　 ｌ　　　　　　　　　　。　　　　　。
。、
●　　’　　　　　　　

Ｉ　。・　●　。
。　　・　　。　　　　●

（１） 法第 ４条 第 １項によ れば、「保護 は、 生活に困窮 する者が 、そ の利用し得 る資産、能

力そ の他 あらゆるものを､ そ の最 低限度 の生活 の維 持のた めに活用するこ とを要件とし

て行 われ る。」 とされ、 生活保 護制度 叭おけ る保 護の補足 性 について定めて いる。

（２）そ して 、法 第５条によ れば、これ は「ど の法 律の基本原 理であって、こ の法 律の解 釈

及び 運用 はミ すべて この原理 に基づいて 霖れなけ ればな らない。」 とされて いる。

（Ｓ） また、 法 第８条第１項によれ ば、「保 護は、厚生 労働大 臣 の定める基準に より測定し

た 要保 護者 の需要を基 とし、そ の うち、そ の者 の金 銭又 は物品 で満た すこと ので きない

リ



不足分を補う程度において行うものとする。」とされており、同条第２項の規定によれ

ジぱ、･「前項の基準は、要保護者の年齢別、性別、世帯構成別、所在地域別その他保護の

種類に応じて必要な事情を考慮した最低限度の生活の需要を満たすに十分なものであ

って、且つ、これをこえないものでなければならない。」とされている。

これは、生活保護制度により保障されるべき最低限度の生活は､ 厚生労働大臣の定め

‘ た法による基準（昭和３８年厚生省告示第１５８号。以下、･「保護の基準」という。）に

よっｔ 、要保護者各々について具体的 に確定され、そして、その保護の程度は、保護の

基準lとよって測定された需要と要保護者の資力（収入）とを対比し、その資力で充足す

ることのできない不皇分についてされるこ と左炮めているもφである。

（４）しかしながら、「廃止した者からの再申請」の取扱いは、平 成２１年３月３１日付け

厚 生労働省社会・援護局保護課長事務連絡の問（１０－３）（２）（生活保護手帳別 冊鬨

答集(2  0 0 9)  34  6ページ）によれば√「就労収入の有無等について再三にわたり

確認したにもかかわらず、そ のことを否定していた者が、その後、やはり虚偽の申告で

あることがわかり、悪質に多額の保護費の不正受給を行っていたことが発覚した。-こめ

ため、保護を廃止し、法？８条による費用返還を求め、警察へ被害届を提出した。しか･

しレその後、費用返還に応じないばかりか、手持金については遊興費に消費した等を申

し立てて、短期間で再申請した場合」には、「計画的な消費生活を営む努力をせず、ま＼。

た自らの不正に負うところの返還義務も履行しようとせず、多額の金品を遊興費に消費

し たとの申立てを行い短期間で再申請に及ぶ者に対しては、資産晧用の要件を良くこと

からi そのような本人の申立てのみで直ちに保護を適用することは適当でない。・・ 。’
以 下省略」とされている。　　　　　　　　 一　　　　　　　　　　　　　　　　　 ：

）一方、手続きについて法第２４条第１項では「保護の実施機関は、保護の開始の申請
があったときは、保護の要否、種類、程度及び方法を決定し、申請者に対して書面をも
って、これを通知しなければならない。」と規定され、同条第２項ではこの書面には決
定の理由を附さなければならないとされている。その附する理由の程度は、一般的、抽
象的なものでは不十分で、申請者が明確に認識し得る程度のものであることが必要とさ
れている。　卜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・

（ ６ ） そ こで（ こ れ を 本 件 に つ い て み る とi 上 記 認定 事 実 （６） で 明 ら かな よう に処 分 庁 が

作 成 し た 保 護 申 請 却 下 通 知 書 の 理 由 に は 「生 活 保 護 運 用 上 不 適 当 の 者 と判 断 し た た め 、

申 請 を 却 下 し ま す 。」 と 記載 さ れ て い る の み で 、 請求 人 が十 分 認 識 し 得 る客 観 的 要 件 が

奈 さ れ て い る とは 言 い 難 く 、 た と え 、 口 頭 によ り 請 求 人 に 説 明 し た とし て も 行 政 手 続 上

違 法 で あ り 、 こ の 点 か ら本 件 処分 は 取 り 消し を 免 れ な い も の と 認 め ら れ､る 。’

（ ７ ） と こ ろ で 、処 分 庁 は 、本 件 処 分 の 理 由 を 「廃 止 し た 者 か ら の 再 申 請 」問10' ― 3 (2)

の 問 答 に 求 め て い る よ う だ が 、上 記 判 断2  (4) で 示 し た と お り、 こ の問 答 は 、保 護 の

実 施 機 関 が 不 正 受 給 を 理 由 に 廃止 し 、 警 察 へ の 被 害 届 の提 出 等 を し た 者 か ら、､手 持 金 を

遊 興 費 に 消 費 し た 旨 の 理 由 に よ り 保 護 を 申 請 し た 場 合 に 適 用 さ れ る も ので あ る 。

二 本 件 処 分 に お いて は 、上 記 認 定 事 実 （ １） で 明 ら かな よ う に 、 前 回 保 護廃 止 理 由 は 就

労 収 入 安 定 に よ る も の で あ る こ と 。 また 、 処 分 庁 が 警察 に対 し て 被 害 届を 提 出 し た 事 実

や 請 求 人 が 手 持 金 を 遊 興 費 に 消費 し て 困 窮 し て い る 事実 は 確 認 で き ず､ 本 件 処 分 理 由 と

す る こ と は 不 適 切 で あ り 、 こ の点 か ら も 本 件 処 分 の 不当 性 が 認 め ら れ る 。

・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｗ　　　　　　　　　　　　　　　　　　 －　　　■　　・
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以 上 のとお り 、本件審査請求 は理由が ある･ので、行政 不服審査 法第 ４ ０条 第 ３項 の規定を 適

Ｉ　・　　　　　　　　　　　　　　Ｉ ¶
用し て 、主文 の とお り裁 決する。　　　 ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＼

平成２２年６月２９日

長野県知事　村　井

こ の 裁 決 に 不 服 が あ る と き は 、こ の裁 決 が あ っ た こ と を 知っ た 日 の翌 日か ら 起 算 し て ３ ０ 日

｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　　　　　　　　 １以 内 に 、 厚 生 労 働 大 臣 に対 し 再審 査 請 求 を す る こ と が で き ま す 。（な お 、裁 決 が あ っ た こ と を

知 っ た 日 の翌 日 か ら 起 算し て ３ ０ 日 以 内 で あ っ て も 、裁 決 が あ っ た 日 の 翌 日か ら 起 算 して １ 年

を 経 過 す る と 再 審 査 請 求 を す る こ と が で き な く な り ま す 。）　　　　 ご

ま た 、 こ の 裁 決 に つ い て は 、こ の裁 決 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 の翌 日 か ら 起 算 し て ６ か 月 以

匸 内に、この裁決の前提となる決定をした市を被告として（訴訟において市を代表する者は市長
宍冂 となりますｊ 決定の取消しの訴えを、あるいは県を被告として（訴訟において県を代表する
i 者は知事 とな り ます。） この裁決の取 消しの訴 えを提起 す ることが でき ます。＼
△（なお 、裁決 が あった ととを知った 日の翌 日か ら起算し て ６か月以 内で あって も、裁決があっ
●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。　　　　’　・　¶　　　　　　　　　　　・　　　■
た日 の翌 日か ら起 算してｉ 年 を経過 す ると 決定及 び裁 決の取消し の訴えを提 起 す ることがで

きなくな りま す。）　　　　 ・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ○　　　　 ／

上記は謄本です。
卜 平成２２年６月２り日

長野県知事　村　井

＝二･ ～ ｀･●1.11:Qla ●宀1X,●● |●●|
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